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分 権 的 交 換 過 程 と  

支 払 手 段 と し て の 货 幣

浜 旧 裕 一 郎

序

個々の経済主体の分権的情報に基づく経済的意志'决定と，市場均衡の間の整合性に関する条件の

て究明が，今日まで一般均衡分析の主要な課題であったとt 免よう。

通常の解釈に拠れば，一般均衡分析で想定される交換過程とは個別主休とr市場J との間の交換

であって，個別主体間のそれではない0

本論文の主題は，個別主体間の交換が- 般均衡配分を達成し得る条件の考察である。貨幣的経済

分析のミクロ的基礎をなす交換過程の研究は，既にこうした条件として以下二つを明らかにしてい

，る。 . j . . . . . .

一つは取引所の機能を果す主体が存在すること（Rader〔11〕)，二つは支仏手段としての貨幣機能
( 1 )

を果す財が存在すること（Feldman〔2〕) , 以上である。

この二つの条件に加えて，O stroyニS t a r r〔10〕及び B r a d l e y〔1 〕は取引量決定に必要な情報 

に注目して新しい条件を提出した。彼らの主張する命題は以下の通りである。 ，

「集権的情報が利用可能であれぱ，個別主体間の交換が一般均衡配分を達成する取引ルールが存 

:在する。」 . . .  .

こ の 文 は ，O stroy= S ta rr .〔10〕の分折梓組に基づき，彼ら,及び B r a d l e y〔1 〕.の命題の，修 

正，別誰，若干の展開を内容とする。將に彼らの取引ルールの分権性に関する諸条件を，利用可能

な情報, 交換誘因，交換制度の組織性の三点から整理し直すことによって，以下の事柄が明らかに
, , '

なった。

第一に，彼らの諸命題の主張するととろが，所望め条件を充す取引ルールの存在にとって，盤権 

的情報の利用可能性か，あるいは交換制度の組織化が必要充分であるとと，第二に，货幣的な交換

注（1 ) 両条件の一般化はL em che〔8〕に見られる<>'

— 69



I■三in学会雑誌J 70卷 1 号 （1977律 2 月）

制度は交換誘因に由来する直接的交換の困難と，情報制約に由来する間接的交換の困難とを，同時 

にかつ最も分権的に解決するということ，以上である。

以下の譲論においては, 彼らと同じく宪全競争市場を仮定する。従って，個々の主体は各財の価格 

及び品質については完全情報を持っている。われわれの対象とする情報と不確実性は， だから誰が 

いつ誰と遭遇し，彼らはどのような財のどれだけの超過需要量を持っているのかに関するものであ, 

る。また各取引者は充分に慎重であって，たとえ直ちにはその超過供給を棚き得ず，また超過需域を. 

充足し得ないとしても，成る期間内は価格ないし彼の計画量を変更することは控えるものと想定さ. 

れる。

2 モ デ ル

2 — 1 以下で考察する経済では，存在する財の種類はN , 取引者の総数（経済を構成する主体の数 

と同数とする）を J とする。

く表記法〉 .

財の集合：N ニ { 1 , 2, .，.， N } , .

取引者の集合：I ニa  2, i, J}

i 番目の取引者の初期保有量；も€R? (2) (但し b i は行ヴ3：クトル） 

i 番目の取弓I者の超過鶴要量：ねeRN (但し之t は行ヴ工クトル）

初期保有行列： B ニ( そ) e M G x N ,  R + ( ) 3 ) ,

超過需要行列，：Z ニ( す1 、f M (J x N ,  R)

価格ヴェクトル；/ ( 但 し 列 ヴ ュ ク ト ル ）

以上の表記法の下に，経済の一般的な規定は，Q), Z, B ) f R N x M ( J x N ,  R ) x M ( J x N ,  R+>

で与えられるものとする。また経済Q), Z, B ) に対して次の条件を設ける。

( U - 1 ) Z / J  ニ 0八/?》 0 

( U - 2 )  Z 么f ニ 0

( U - 3) Z +  B^O (entry-wise)

条件( U ) を充す経済Q)' Z, B ) をU - 経済と呼ぶ。

ここでは価格形成過程の分析には立入らない。 伽 格情報については，交換の丽始に先立ち共通の'

注（2 )  R l i ,は N 次元ユークリッド空問 <の非:fa象限）を示す。 '
( 3 )  M (JxN, Rけ,）はJ行N列の（非:(り银ナ列の集合をまわす。
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分権的交換過程と支払手段としての貨幣 

価格ヴクトル / >が, 各主体に知られているものとする（つまり価格情報の伝達に関する(a«etioneei.

の存在を仮定する）。 ( U - 1 ) は，この共通の価格/^に関して，各個別需要量と供給量の価値額か等 

しいこと，つまり需給の計画量が予算制約を充すこと， （U 一 2 ) と （U - 3 ) は，これらの個別需給量 

が，集計的にまた個別的に取引実現可能であることを意味する。

な お U - 経済は，更に以下の条件を充すならぱ競争均衡にある。

(U - 4) ( V り （V ミi) [ i f  + みタ0A2ij&<0->乏ヒiタf]

( 但しヒ 4 は通常の通りズの選好順序関係を示すo) '

2 - 2 取引過程

取引過程に関して以下の仮定を設ける。 ，

{り取引はペアワイズに行なわれる。しかも00取引者は1 期間に1 つの交換ペアにしか加われない◊. 

滅各取弓I者は他のすべての取引者と必ず交換ペアを組む。（iv)取 引 期 間 は (n), (iii)を充す最小期間

( て）である。 ■

く 命 題 i V  .

J - 1 J ニ偶数のとき 

 ̂ J J = 奇数のとき

証.明）

① I  ニ偶数 .

点が取引者をまわし，線がそれによって結ばれるニ点の示す取引者の交換ペアを表わすグラ 

プを考える。このとき取引過程が{iii》を充すことは，グラフが完全グラフK j であることによっ 

てま現される。各期間の交換ペアの組は， K j の因子分解を構成する各因子によって与えられ 

る。{i)(iOを充す取引過程：においては，この因子は最大次数1 でなければならない。 こうした 

K j の因子は，高 々 J / 2 本の線を持つから，K j の因子分解を構成するときその個数は少なく 

ともJ/2 * (J — l ) / J / 2 ニ J - 1 である。つまり，け)(iiMiii)を充す交換ペアの組はJ—1 期間以上の 

取引過程を形成する。 ところでH a r a r y 〔4 〕定 理 9 - 1 に拠れぱK j は1-因子分解可能であ 

るから，（iHii)(yi}を充す最小期間J—1 の取引過程が存在する。何故なら1"因子はJ/2本の線を持 

ち，異なる1 -因子に共有される線は存在しないから。

■ ② J ニ奇数 ‘

K j に 点 " * を付加したK j + iを考える。①と同様の議論に拠ってて- +  ニJ である

注（4 )  OstroyニStarr〔lO). Bradley〔1〕では未誰明である。 く命题1〉の諷明におけるグラフ理論の術語及びその定 

義はすべてHarjiry〔りに拠る。これは降の部分についても同様である。

( 6 ) この定理の存在は, お奴道夫氏によって指摘された。
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r三田学会軸誌J 70巻1号 (1977印,2月）

. ことが示される。このとき各1-因子でと隣接する点の表わす取引者は交換ペアに加わらない 

ものとする。
Q. E. D.

命題 1 の諷明で与えられた（1- ) 因子分解を構成する（1 - ) 因子ので個の組{Gi,Ga, G r) に順 

序を考えるとき，例えぱ G fは第け®での交換ペアの組を表わす。

このように取引者の出会い方の順序を指定するものを，クP タ^ ニと呼ぶ。

各 (1- ) 因子は，—定の条件を充すエの置換で表現することができる。例えぱJ ニ5 として因子G ニ 

( { 1 , 2, 3 , も 5}, { ( 1 ,2 ) ,  (3, 4 ) } ) は，7Tニ( H ミ2 き) なる置換と同一視できる。

くま記法〉 、.

プログラム； <冗〜= 1 , T

但 し 7T(は！]:の置換であって，任意の i, j に関して，

7T乂/ )  ニ >7r乂ゾ）=

を充す。 ‘

《1} (ii) (ili) (iv)を充す取引過程を，ラウンド，プロ; ラふと呼ぶ。

, \

<定義〉 .

プログラム <7T^>，ニ1 , . . . . は任意の /, j に関して，或る t が存在し

0 * 0 ')  ニ/ ]  A ( w ) ( y /(り  ニメ->ズ/=り

を充すとき， ラウンドである。

個々の取引者は， 般に誰といつ出会うかを予め知っているわけではない。そこでプログラムは 

交換過程に先立ち任意に与えられるものと仮定す 

取引過程の記述のために以下の表記法を用いる。

く表記法〉 .

♦ りW首の/番目の取引者の保有量 ； ( 但 し l l / iは行ヴ工クトル 0  を= みi であることはこ 

とわるまでもない。）

, りWの ？番目の取引者の取引量；ポ f RN ( 但し《をは行ヴクトル。 《レ> 0 な ら ぱ シ は 第 ，

" 財の受けとり量を， 《レ< 0 ならば 一 は 第 M財の引き波し量を表わす。 《を„ = 0なら第"財 

の取引なし。） ，

• りty首の保有量行列； ニ  ̂Wx\ € M (J X N, R)

m
注（6 ) 従って，プログラムがラウンドに限られるにしても，任意所与なる外生疲数であって，これを選»数とするのはぼ 

に述べたわれわれの課题からみて適切でない。
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分権的交換過程と支払手段としての貨幣 

W 期の取弓I量 行 列 ；A*ニ R)

，h 期首の i 番 0 の取引者の未充足超過需要量；リ C RN 

( 但しジi。は行ヴ :Cクトル。リをニスt である0)

- U 期首の未充足超過需要行列： ‘。ニ'  V 1«\ € M ( J X N, R)

しW
取引量に関して次の条件を設ける。

7T * ( りニブ’ の と き ，

(A -1) tO{ +  a l > 0 ,  m^5+«5>0 

(A -2) レ  <2 ト  0.

(A -3) aiff ニ ClかニQ.

非負保有量の条件(A -1 )は，信用取引の禁止を，また( A - 2 )は経済が純粋交換経済であり，物理

的な取引費用が存在しないことを意味する。等価交換の条件（A - 3 )は，S t a r r 〔12〕 で は price

c o n s is te n c yと呼ばれる。通常の一般均衡で設定されるのは，（( U - 1 )の条件でもって，個别計画

需要の価値額と個別計画供給の価値額とが等しいということであるめに対して，（A - 3 )は， 各交

換ごとに受けとる財の価値額と引き渡す財の価値額とが等しいことを要求する，より厳しい条件で 
C7)

ある。 . .

<定義> ■

取引量行列の列くA*〉f は，条件（A ) を充すとき，許容し得る取引列である。

<A‘X が許容し得る取引列であるとき，以下の関係が成立つ。

d i ~  一tv\

A し  W + i — W  
<0-1

~v \一 .

Vびニ Z — S  A' 
t=i

経 済 (/>, Z, B ) , ラウンド • プログラムが 〉許容し得る取引列く Aウが与えられると，結果と 

て取引者間の或る財の配分が得られる。つまりW け1ニg A '+ W iニ]B +  g A ^ である。 て期間の取 

引の後に当初の需給計画が完全に実現されるとき， ニB + Zであり，V r+*=Z—g A 4= 0 とな 

っ ているはずである。

注（7 ) 交換過極の分析における（A-3) の条件の意義についてはOsti‘oy C9D. S tarr C12)に評しい。
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く定義〉

経 済 (J?，Z, B ) , ラウンド • プログラム< y > に対し，取引列く Aりは 

( E )  ニ Z

を充すとき， 1 ラウンドで完全配分すると言う。

「三田学会雑誌 j 70卷 1 号 （1977ギ 2 月）

2 - 3 取引ルールと情報

取引ルールとは取引者の出会いに際して，彼らに諸財の取引量を指定する親則である。このル-* 

ルは，取引者間の個別的な交渉過程ないし当事者以外の第三の調感主体の機能を記述する。すなわ 

ち任意の経済，任意のプログラムに対して，取引列〈A ラを定める規則である。

取引量'決定は一定の利用可能な情報に基づいて行なわれる。さて経済（A Z, B ) に対して，ら期 

の情報は，t o 期の環境

ゾ 1(も）ニ （W，0, V « ) ;エ，N, 7T' め

とな期以前の過去の記録

•^2(な）ニ（くWりぉ，，，.ひ-1 , ニr .ソ0 -1 ,<y>，ニ！…<0-1)と力、ら成る。第 ！•主体にとって期に科
(8)

用できる情報を14。で表わす。明らかに14。はゾ i ( / o ) x ゾ 2ヴ0) の一部である。戦略的行勘を排除す 

れぱ，t o 期に Zが；と出会うときズと；の間の取引量の決定に利用できる情報U 5は， Li«xL5。と 

.書ける。このようなL " から成る集合をとする。
I •

く定義〉 .

取引ルール/ ?とは情報の集合ぶ^を定義域とし，交換.当事者二人の取引量の組の集合RN X RNを 

値域とする関数である。 -

P ： ^ — >R^xR^ '

=  a j )

L. Hurwicz [ 6 ] に拠れば，分権性は各主体が自らの行動（ないし他諸主体の行動)の自らに及 

ぶ影# のみを考えていればよろしいということ（Sdf-Relevancy) と彼が他め諸主体の内的構造に関 

する直接の情報を持たないということ（E x ter n a l i ty )とによって特徴づけられる。目下の梓組で取 

引決定に必要な情報の分権性を考えるとき, E x t e r n a l i t yの条件を，各主体は交換相手を除く他の 

諸主体の当期の内的構造に関して直接の倩報を持たな、と読みかえることができる。

注（8 ) 後述するように， 期の交換が一ペアずつの有限列で行なわれる場合，Z。期問ホのペアヴ, メ）が出会う時点におけ 

る倩報は，i。期首からこの時点までの取引経緯と，それによるw<。，V ドの変化とをン^ (ら）乂ゾ,(ら）に付加したも 

のでなけれぱならない。く注意3 > 及び3-4を参照。

またL/。がゾ,(M xゾ，ひ。）の一部であるとは， そのpj素である行列やヴ:■^クトルの成分のすべてないし一^部が空 

欄であろことを言う。

( 9 )  H u rw icz〔7 〕では，privacy-respecting と改称された。
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分権的交換過程と支払手段としての货敝 

先の情報- ^ ゾ 2ひ0)の構成要素のうち第 '’ 取引者に係わるものは,彼 の 環 境 プ ニ （《4 \  

?r«o(り，N, />)及び彼の過去の記録ゾ"め 0)ニ /ニ 1 , …'ひ-：!, くがf><=：i…ひ- 1 , - f o - J  

であ41。そこで以下の定義を与えるO

く定義〉（'D)

任意の期間 t o に対して，7Tか（り= ；のときLりヴ0) がゾや 0)><1[14ぺ り ><ゾゴひ0 )乂）：【114冗で） 

を超えないならぱ，分情報が利用可能であると H う。

但 し V " 力 0 ) = ゾ i (ら）Xン1 (も)。

最大の分権的情報は, の他に?’ （力取引者の過去の取引相手7Tル ）が 0 ‘)，メ =1，" ‘< 0 - 0 の 

財保-有量，未充足超過需要量の状態を始めとして，彼らのそのまた過去の取引相手の名前，財諸量 

云々といった取引経緯をすべて含む。この分権的情報の定義は， コ ミュニケイションに拠る情報集 

巾の桃除という分権性の要件（H u r w ic z〔7〕）に抵触するように思われるが， I は勿論,ま体総数の 

情報は利用可能でないのだから，その心配はない。但し，このような分権的情報の上限に在っては， 

記億及び記録の能力，費用に関して制約が課されていないことが必要である。このことを考慮する 

とき，最も分権的な情報の利用可能性は， . ，

C m ) Lfプ ニ ゾ  る

(12)
で与えられる。

(13)
<定義〉 ( C )

U j が分権的情報 ( D ) の上限を超えるとき，集権的情報が利用可能であると言う。

〈定義〉

取引ルール;0 は，その定義域力，< D ) を充すとき情報分権的取引ルールと言う。

取引ルールルは，その定ま域力K C )を充すとき情報集権的取弓Iルールと言■う。

次に誘因と組織性に関する取引ルールの性質を定式しておく。先ず以下の性質を持つ'取引ルーノレ 

は，個別主体に最も強い交換誘因を与える。

注( 1 0 )注(8)後半部分を参照。

( 1 1 ) 同上。OstroyニS ta r r〔10) p. 1097 n. 7 に言う最大限分権的情報は，この上服として形式イ匕される。従って，波ら 

の分権的情報の定義（D-1) (D-2) (D -3)及び B rad ley〔1 ) の （C3。）に比べてこの（D )の条仲は，より极いもの 

である。

(12) Ostroy ニ S tan，〔1の の （D -2 )に相応する。波らに拠れぱ最も分権めな情報は，更に取卯H手の名，你をきまない 

(D -1 )であるとされる（Bracllが 〔1〕の （C-3«))。けれども（D -1 )と ’(D -2 )とのffi遗は，むしろ後に（T-1)
として定式する取引ルールの取引あの名称からの独立性にもとめられるぺきであって，,利W可能な情報の多族として考 

えるのは適!?Jとは忠われない。
(13) O stroyニS t a f r〔10〕の史殺（C )より緩いことに汗.意。注(8)及び 3-'1を参照。

— 75 -
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く定義〉 （MEDD)

取引ルールタが超過需要単調減少型（M E D D )であるとは， の定める取引量が以下の条件を宠 

すことである。7T*(りニ；として任意のら《’，メ，" に関して，

(i) s ign  flfn=sign  め„ 力、

s ign  <2>„=sign vjn 力、のn ニ0 

か つ （iiM  I く I I

I «5n I ^  1 vjn I

M E D D を充す取引ルールの下では，いずれの取引者も超過需要，超過供給を増加させるととは 

ない0 反対にM E D D を充さない取引ルールの下では，少なくとも一方の交換当事者が超過供給量 

を増大させる交換を行なう場合がある。このとき彼は，超過供給の増大した財を後の交換機会に再 

び提供することになろう。従って， M E D D を充さない取引ルールは間接的取引過程を表現するも 

，のと考えることができる。

<定義〉

M E D D を充す取引ルールを直^ 的取引ルール， M E D D を充さない取引ルールを間接 (引/レ 

一ルと呼ぶ。

取引ルールが分権的であるならぱ，そのルールの指定する取引量が個別主体の交換誘因からみて 

実現可能でなけれぱならない。従って，直接的取引ルールは間接的取引ルールよりも交換誘因の点 

でよりよく分権性の必要条件を充す。

次に取引者及び財の名称から独立であると言う取引ルールの性質を定式する。

く定義〉

取引ルール /?が匿名的であるとは，タが以下二つの条仲を充すことである。
(15)

( T - 1 ) V j  ニ 1)]cニ— ^p(^ti) ~  p(X>ik)
(16)

(T -2 )  a をN の置換とする。任意のifに 対 し て 斤 ("0 ,  p==?t(/>)とするとき，

以）= ( 斤0 0 ，斤（の)）

但しiO (L以 ai) ,  L i j は L " の "i, vj, p y を む f で置きかえた情報である。

( T - 1 )は，取引ルールがすべての取引主体にとって同一であること，つまり取弓Iにおける人格的

r三田学会お誌J 70巻 1 导 （1977印こ2 月）

注(14) S t a r r 〔12〕の同名の概念である。

(15) M 12)参照。

ひ6) B radley〔I 〕C - 3 iを定式したものである。O s tro yニS t a r r〔10〕は，この条件を財の識別不可能性と解釈してい 

るけれども（P .1105) , この条件は，取?カルールの財の名称からの独な性として本文のように解釈すべきであると者え 

る。

— 7 6 ——
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タ’

要因の挑:除を意味し，各取引者が彼自身の欲求充足のみを目的として行動し，取引相手の末充足超'

過需要量が同一 で̂あれば，いずれの取引相# と交換しようと，彼の目的達成の難易にかかわりない

と予想することを表わす。一方( T - 2 )は，各個別主体が，すべての財に就いて売り易さ買い易さは

同一'であり，価格変化ないし物理的損耗による資産価値の変動もないと予想し，受領物，提供物の

価値額だけを問題にし，それらの財の性質は問わずに行動することを表わす。

般に交族過程で特定の取引主体ないし特定の財が，取引調整のために特別の機能を果す場合に
(17)

は，上記のような取引主体の予想や行動を想定することはできない。従って( T - 1 ) ( T - 2 )を充す， 

つまり度名的な取引ルールは，上記の意味で交換制度が組織化されていないことを示す特徵である 

と考えることができる。 .

2 - 4 問題設定

S t a r r 〔12〕に拠れば，物々交換の基本的耍沖は欲求の両而一致にあり，それは（A ) (特に（A -3 ) )  

か つ （M E D D )を充す交換として定式される。彼はそこで（A -3), (E ) ,  (M ED D) の三条件のう 

ち任意のニ条件を充足する交換が存在することを示す（S ta rr〔I2〕Lemma1，2. 3. Theorem1 ) —  

方，この三条件をすべて充す交換が不可能である，つまり欲求の両面一致に基づく物々交換は一般 

に（E ) を充さないという予想を提出した。この予想は，われわれのモデルでは（A ) かつ（E ) を充 

す直接的取引ルールの不可能性をいうことに等しい。この予想の正しいことは，以下のJニ3, N ニ3' 

の経済を举げれぱ充分であろ。

グ=  ( 1 , 1 . 1 )

分権的交換過程と支払手段としての貨僻

- - 1 1 0- -1 0 0-

z  ニ 0 - 1 1 B ニ 0 1 0

. 1 0 - 1 . _0 0 し

この経済では， どの取引者のペアをとっても， （A ) か つ （M E D D )を充す交換は存在しない。 

従って，直接的取引ルールが（A )を充す以上，その指定する取引量はゼロとならざるを得ない。つ' 

まり交換は一切行われず，（E ) は充されない0 

ところで，上記の例でプログラムが（1 ラ，3 ) ( 1 , ⑥)， (13, 2 ) で与えられるとする。このとき 

第 1 期で第2 取引者がi j l 取引者の需要する第2 財を 1 単位提供し，その支仏いとして（条 件 （A  

-3 ) )直接波の需要するものではないけれども，第 1 財を irf'i位受領するとするならば，第 2 期の第 

3 取引者との交換機会に際しては欲求の両面一致が成立し，（E ) を充すことになる◊このように 

( M E D D )を充さない取弓[ルールが，（A ) 力、つ（E ) を充足することがある◊

>±(17) i r ドの待組においては，少なくとも1 ラクンドは価格が固定されており，従って財の性贺と同様価格についても不確: 
性はない0

—— 7 7 ——
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では，このような間接的取引ルールは，任意のU，経済，任意のラウンド，プR グラムに対して 

常 に （A ) か つ （E ) を充すのであろう力、。この問に答えることが，以下の考察の目的である。
M
1
i
I

3 集権的情報の利用可能性に基づく 

間接的取引ルールの存在

この節は，以下の定理の証明を目的とする,

〔18)
く定理1 〉

任意の U - 経済，任意のラウンド • プログラムに対して， （A ) か つ （E ) を充す情報集権的取 

.引ルールが存在する。

われわれは3—1で r鎮状経済J と言う，特殊な超過需要構造を持つ経街を定義し，この種の経済 

，における交換の効果を調べる。次に3—2で任意のU - 経済が有限個の鎮状経済に分解されることを 

見る。最後に3—3で，3—1の考察を基に，これらの鎮状経済の間に整合的な，（A )を充す取引ルー 

ルを構成し，そのルールが（E )を充すことを示す。，

.3
(19)

く定義〉

超過需要行列ぐ f M ( J X N, R ) が鎖状構造を持つとは，2 の （/め要素について 

ろIpn if (んめ  ニ O’f, Itr), r - - l " ' S

dipn if (J, n') =  Or, nr-i)  or O’l, fti), r=2'-'S

0 otherwise

が成立することである。但し{/ド1 r ニl .，，s } c エ，{ n r 1グニl . . . s } c N o 添 数 /^は，h が " r の超過 

供給主体でありかつnト1 の 超 過 需 要 主 体 で あ る よ う に は U s の超過需要主体であるように） 

付ける。 •

II
Sii
I

またここに5 は個別超過需要（供給）の価値額であり，鎖状構造の巾と呼ぶ。一 方 S ニ { / r l ズ: 

として， I S I を鎖状構造の長きと呼ぶ。

く定義〉

注(18) O s tr o y ニS t a r r 〔10〕f im .1 , B r a d l e y 〔1 〕史理1 。

(19) O s tr o y ニS ta r f  CIO；) の c h a in 。B r a d l e y 〔1 〕のe q u a l  v a lu e  cy c le  は餅(Ijlのものであるが向一ではない

78
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5 + 1 s 一  1

r - > r + m , 取弓!者 /^が取弓I者 ;̂ + 1 の超過需要する価値額5 の財を超過0撒することを表わし，孤 

立点はそれが示す取引者が超過需要を持たないことを表わす。

注(20) OstroyニS t a r r〔1のでは長さ2 以上に阪走する。

79

分権的交換過®と支払手段としての貨膽

(20)

U -経 済 （A  Z, B ) が鎮状経済であるとはZ が鎮状構造を持 つことである。

筒-n'Aの為，長さ 1 の銷状構造を持つU -経 済 （従 っ て z=Oj,N) も鎮状経済と呼をこ 

鎭状構造を持つ2 の代ま例としては，i rニr, nrニr，, デ ニ dニ1 ,がニ（1, とすると

ぎ

2  ニ

一 1 0 0 ........................ 1

1 一 1 0 ........................ 0

0 1 - 1  ：
: : \  \  : O s . N - s

1 1 Y .レ  6

0 6 0...0 1 - 1

りJ - 5 , S りJ ~  S  > J  —  5  .

グ1 2 ..‘ドー1 r...s — l s s  +  l ，..J、
、2 3，..r f + l ，‘.5 1 S +  1---J；

がある。鎖状経済は勿論U - 経済である。

く注意1 〉 ’

上記鎖状構造2 の代表例はA  <5を暫く措くとして巡回置換 

で表現される。但し（ 1 は取引者r が財 r の超過供給主体であり，その財の等価値額の超過需要 

を取引者 r + 1 が持つととを表わす。ープi；( j ) は取引者J が超過需要ゼロであることを表わす。

<注意 2 〉

上記鎖状構造の代表例は有向標識グラブとしても表現される。 '

3
J
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<注意3 〉

任 意 の 9 ク ン ド .プ ロ グ ラ ム  < 冗* > に対して， n t はいくつかの互換の積の形に書 くことができる ,

すなわちe ニ [J/2], 4 ; ゐニ1 , .......，e を ム € 1 と 7C(：/b) € I との互換とする。但し<7T« > がラウ

ンドであることから，任意の b , み' に対して bぜ な ら ば n K h ) である。このとき 

— ni .......

と書くことができる。この式の右辺の積は可換であるから積の形は任意に定めることができる。そ 

こ で の 定 め る り Wでの交換ペアの組は, 同時的に取引を行なう,はずであるけれども，ペア一組 

ずつの有限列として交換すると考えることにする。つまりJTレを<7Tレ &ニ1……e と同一祝する。

く命題2>

長さ | S | の鎮状経済（/>, Z, B) (但し 2 = ^ 0 j , n )で交換ペア (J, j )  0 ‘，yC I ) 力';,ともに超過 

供給を持ちそれを相互に交換するとする。このとき 

①ん- y e S ならぱ， （/>, Z, B ) は二つの鎖状経済（A  V i ,W i ) ,  ip, Y „  W 2) に分解され， i と 

y が同じ鎮状経済で非ゼロの超過需要量を持つこ'とはない。交換のこのような効果をみi あ;i ：と呼 

ふG '

②①の 2 つ の 鎖状経 済 0  V i ,W O ,  ip.  V 2, W g )に対して， S iニ { レ エ I 

とする。こ の と き 々e S i , と / f S g とが互いに超過供給を交換するならぱ， 二つ の鎖状経 

済は一つの鎮状経済に結合される。交擁の こ の ような効果を1̂ -善交) と呼ぶ。

証明）

一 般 性 を 失 う こ と な く Z, B ) を先に記した代爱例とし（/, ；•) =  (! ,  r ) とすることがで 

きる。命題の証明においては，2 の巾及び価格を考える必要はないことからく注意1 〉より， 

(か % B ) を巡回置換《で表現する。 一方交挽ペア（1 , r ) もく注意3 〉から互換TTiで表わ 

される。 としてペア（1 ,グ）間の超過供給の交換が， （/V B) に与える効果は積 

«冗1 で表わされる。

/ I  2 •■•グー1 r ，，，s — Is  5 +  l-*J \ /I  Ir r +  l " ，r\
① び 冗1ニ

\2 3…グ f +  l-*-s l s  +  1…Jノ 2 …r —l l  r +  ! • - J/

/I 2…尸'  + 1，，，ぶーl 55 + l*»*J\ /I 2…グー1 f  グ+ 1…J[\

V + 1  2 グ +  2*‘.ぶ + 1…Jノ 3•••デ 2 >̂ +  l ‘，.Jノ

: び1•びfi

ここにびI , び2は Q), %,  W 0  (A  Va, # 0 の巡回置換による表現である。S i = { l ,  r + 1 ,  . . .s }  

S 2ニ{2, 3 . . . , } である。

② e々S i ,  / e S g とする。 k ニS- L としても一般性は失われない。先と同様にして（々，/ ) 間
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分権的交換過程とまお^手段としての货幣

の超過供絡の交換の効果は

O l: «2) ♦冗 fc ニ  (《 ?Ti)，TT*

71 2 >4—\  I l +  l - ' V —l  r  r + l . " s - 2  s —1 s s +  l —JV

V + i  3.../  s / + 2 . ，，r 2 r+2...6'—1 / +  1 1 S +  1---J/

となり取引者1 から5 までの超過需要は再び一つの鎖状構造を形成する。

<注意2 > に基づき，①②をグラフでま現しておく。当初の鎮状経済（A 2, B) をグラフ 

G iで，①，②を各々 Ga, G3 で•示す。

9. J  1 9. J  1 9

S 一 1

H * 1  T ァ+ 1  f  r + 1

く命題2 > で示した通り，鎖状経済（れ Z, S ) は超過供給の交換の結果として，2 の長さよひ 

短い鎮状構造の超過需要行列を持つ幾つかの鎖状経済に分割されたり，また一旦分割されたものが 

再び'結合されていたりする。 この鎮状経済の状態は，だから分割されてある鎮状経済（A  Vj/，

の個数と，その分割 • 結合のされ方で記述されるだろう。個数は1 以上高々 I S |であり，一方その 

分割 • 結合のされ方も有限個（H a l l〔3〕）である。そこで， •

〈定義〉

鎮状経済（か % B ) の 'み f i、とは， そ れ が 分 割 . 結 合 さ れ て あ る AT個の鎮 状 経 済 V だ，W y )  

y ^ l , … ：》；の超過需要行列の集合ヴ orニ {サ1 , Va, .，.，Y ^ } である。 但し 1 くズ :̂ i S l o こ こ に S =  

{レ II

く注意3 〉力、ら次のぎ柄が分かる。

く命題3>.

鎮状経済 （A  Z, 6 ) の 《期首の状態が与えられている0 もし超過供給をともに持つ取引者がつ 

ねに超過供給を交換するならば，期首から期末までの状態変化の怪路は， n 切の交換ペアの有 

限列のとり方に依存する一*方，期求の状態はそれから独立である。

3 — 2

任意の U - 経済は，有服個の鎖状経済に分解される。
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(21)
く補助定理1> ( O s tr o y  = S t a r r ,  B r a d le y )

任意のU - 経 済 CP, Z, B) (ZキO j,N )に対して次の条件を充す有限個の鎮状経済0^ 2 ゐ，B*) 

/eニ1 , . . . Kくのが存在する。

( i)  Z ニ  £ 2 た， (U) B ニ  2 B た

先に定義した堪•一の鎖状経済の状態に基き，U -  経済の状態を定義する。

<定義〉

Z ：̂ Oj,Nな る U - 経 済 ip ,  Z, B ) を分解して得られる鎮状経済<ip、み ， gん）k ニ1, …K < o oの 

状態を ( f で表わす。

こ の と き 経 済 Z, B ) の状態9 とはK個 の ヴ た の順序の入った組である。

ダニ くが，が, …，デ 〉

特に'第一期宵■において

である,

注(2りグラフ理論に抛る誕明は，B rad ley〔1〕定理 1 Construction 2 で与えられている。 OstroyニS t a r r〔10〕 は 

Lemma 2 で，これを主張する。ここでその丄eipma 2 の誤りを修正しておく。p .  1101証明の6行目，5<m in (J, 
N ) は s<m in (J, N ) + lに改められる。また躯明の最後のパラグラフ3行 0 の BKニB - H ( — 〔2り- ) ニB +Z —  

は誤りであって，目 指 す —  の証明は以下の通り。

(U—3) から 

Z> — B
. . . 〔Z〕一〉 - - B  ( V  B e M ( J x N ,  R ^ )

ところで

のとき〔ズ ニ 0。一 方 e，." = 2 乏f"であり，構成から（V /0 [s ig nも夕"ニ s i g n ジ"Vzfびニ 0]だから（v ゐ）

[2?„ ^ 0 ]o 従って（Vゐ〉〔[乏f"]-=0]。故に 21[ミ？„ ]—ニ0ニ|>,.«]-。また；gf„ く 0 のときo « ] —= ズ《.«。また先の偶成か

K  . K  .

ニス，‘，，ニLる-こうしてら （v ）々[そf „ < 0 ]となり，従って [ミf„]- ニ2ナ„。故に 2

〔Z〕- = E 〔2 り - 

が成立つ。 放に '

S 〔2り- > 一]3

... 〔2k〕- > - B -  I ：〔2り -

K-1
ニ！； 13 し  D 

A=»
ニ- BK

だから

2k> ~ B k
となる。以上。 但し， (JxN , R ) に対し〔Z；r は Z の;[liの要素を零におきかえた行列である。 ヴ-クトル 

ス（RWに対する0 〕- についても同様。
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<注意4>

U -経 済 （/>, Z, B ) に対して， Z の完全配分の状態は次のように表現される。

ニ IS il，が |S2, ， IsKl >
(22)

==<{Oj,n) Iŝ I，{Oj,n} Isg!， IskI >

，但し Sjtニ{ / e  1 1 / e ^ l , ，.‘K  である。

3 - 3  く定理1 〉の証明

集権的情報が利用可能であるとき，補助定理1 から, 任意の U - 経 済 （A  Z, B )  ( Z  Oj,n) は 

第一期首で有限個の鎖状経済（A  2 ん，B " ) ニ々1 , ，，'，K < o o に分解することができる。そこで取引 

ル ー ル / ) を次のように定める。

冗( f )  ニ j として

パ Lり） ニ  K び，( J ,  j ) )  ニ  ( A i , み ) ニ （S  H  て）
fc ニ t x  ニ 1 A： ニ 1ズニ 1

但 し ニ ー も ね

がズニ■[[がつ一一[ザ]-ぱ
[ 0 otherwise

q =  <qi,  .‘.gK〉

二く{た . .，，{V? ..，,

この取引ルールりは 〈命題2 〉に拠れば，分割効果を持っ超過供給の交換のみを許し，結合効采 

を持っ交換を一切許さない。取ヴルールアカK A )を充す間接的取引ルールであることは， ^^>及び鎖 

状経済の定義から明らかである。 ^^が（£ ) を充すことは，背理法に拠って証明される。 

r 期末に（E ) でないとする。このとき〈注意 4 >から

( ヨ々 ）（ヨ_30["^さ幼j ,N ] ;々 ニ タ ニ 1.，.， X k である。ところで鎖状経済は（U ) を充すから， 

( ヨり（ヨメ ドキ

である。取引ルール(pは結合効果を持っ交換を一切許さないのだから， i とi とはいかなる期問， 

時点においても同一の鎖状経済k において非零の超過需要を持ち，かっ共通の鎖状構造を形成して 

いたはずである。ところが〈7C(〉がラウンド.プロダラムであることから，Ttか')ニ j なる期間 t が 

存在し， (pの定めるところに拠れぱ(i ,  j ) はその期において超過供給を交換している。く命題3 ①〉 

からこの交換の効果は共通の鎖状経済の分割であり,’ i とメとは共通の鎖状経済において典通の鎖 

状構造を形成するような非霧の超過需要量を持たない。故に矛盾である。

Q. E. D,

分権的交換過程とま:仏手段としての贺幣

注( 2 2 ) グラフが金非速紹となることである。
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4

O stroyニS t a r r 及 び B r a d l e yの誰明とわれわれのそれとを比較してみよう。

先 ず O stroyニS t a r r について，任意の単一鎖状経済に対して（A )かつ（E )を充す集権的取引ル 

一ルの存在を主張する彼らのL e m m a 1 は，鎮状経済の長さに関する数学的帰納法に拠って証明: 

される。彼らの帰納法の仮定は， min (J, N ) + 1 より小なる自然数をs とするとき，任意 の |S | 

くト 1 なる長さの鎮状経済に対し（A ) かつ（E ) を充す情報集権的取引ルールが存在するというも 

のである。 | S | = s のとき，ラウンド，プログラムの定義から鎮状経済のS に属する取引者同士が. 

出会う期は必ず存在する。このような期間の最初のものをドとし，その最初のペアが超過供給を 

交換すれば，く注意3 ® > から当初の鎮状経済は長さ5 未満の 2 つの鎖状経済に分割されかつ i!*か 

らてまでに分割された各々の鎮状経済で非零の超過需要を持つものは他のすべての同様の取引者と 

出会う。従って，帰納法の仮定により各々の鎖状経済に対して（A )かつ（E ) を充す取';;[ルW レが存 

在するのであるから，当初の経済に対しても（A )かつ（E ) を充す取引ルールが存在するとW う。し 

かし，その取引ルールがいかなる形のものであるかは明確にされておらず，従って帰納法の仮定か 

ら存在することが分かるという二つの取引ルールがいかに整合的に合成されて当初の経済に対する 

所望のルールとなるのか定かでない。

一 方 B r a d l e yの-証明は，そ の Construction 3 で措定した取引ルールN 力K A )かつ（E )を充す 

という命題を, 任意の長さs ( < ；min (J, N ) +  l ) の鎮状経済に開するこの命題が， 長 さ 5—1 の 

鎮状経済に対するこの命題に帰着し，最終的に S ニ2 の場合に遺元されるとH うものである。この， 

証明は論理的に妥当と思われる。

結局，われわれの証明はB r a d l e yの取引ルールN を単一鎮状経済に限らず，任 意の U - 経済に- 

対して定式する ことによって， O stroyニS t a r r の証明の難点を回避するとともに，B r a d l e y に対 

する別証を与えたのである。

このような情報Ifl権的取引ルールの明示的な定式は，特 に O stroyニS t a r r の証明において判明 

でなかった集権的情報を明確にすると思われる。O stroyニS U r rの集権的情報は，実際上ゾ 

である。一̂方取引ルール^̂ の定義から明らかなようにら期の/とゾの出会いに際して彼らの取引 

量決定に必耍な情報は，このゾ i a o ) x ゾ 2(A ))を超えるものである。というのはら期間中の（ん i)  

の遭邁時点における経済の状態びは，ゾ 1(ら）X •_ 2̂ヴ0 ) から知られる t o 期首の状態とは一般に異

なり，ら期のペアの有限列において（/ , ; ) 以前に位置する交換ペアの取引経緯に依存するからで
(23) ■

ある。 ‘

また取引ル*-ル》は，その定義から（T - 1 ) , ( T - 2 ) をともにさないことが分かる。 けれども 

特定の取引主体あるいは財が特走の機能を果しているわけではない。むしろ， このことは情報集権:

注(23) ?1K8)を参照。



分権的交換過程と支仏手段としての貨將

的取引ルールの運営主体の組織性を指し示す性質として解釈ずることができよう。い わ ぱ ration, 

i n g 機能としての a u c t io n e e rの存在である。

3 — 5

定理 1 は，任意のラウンド . プログラム，任意の U-  経済に対して，染権的情報が利用可能なら 

ぱ，（A ) か つ （E )を充す取引ルールが存在することを示した。では所望の条件を充す取引ルールの 

存在のためには集権的情報の利用可能性は必要なのであろうか。この問に対しては後に答えること 

にして，以下の経済を考えてみる。JニN = もグニ（1 , 1 , 1 , 1) として

Z

一 1 1 0 0 、

1 - 1 0 0

0 0 一 1 1

0 0 1 一 1 /

Z +  B^O

とする。プログラム及び各期のペアの列は，（15, 24), (14, 23), (12, 3 4 ) で与えられるとする。 

このとき第- - 期冒頭のロのペアが第1 財と第3 財の超過供箱を, ^ に反して交換しても23以下のぺ 

アがH こ従う交換を行うならば，取引過程は（A )かつ（E ) を充す。勿論，このような取引過程を定 

.める取引ルールが， 権的情報しか利用していないとも，また任意のU - 経済に対して（A ) かつ

( E )を充し て い る とも言えない以上，上記の例が必要性に対する反証とならないことは明らかであ
(24) .
る。

しかしながら，ル一ル 0̂を含めて一般に情報集権的取引ル一ルが，（A )かつ（E )を達成するのに 

不必要であるような経済の構造がどのようなものであるのかを調ぺるととは辦味あることであろう。 

何故なら，任意の U- 経博をそのような構造に組織化することができるならぱ，取引決定に必要な 

情報を大いに節約できるからである。

4 交換制度の細[織化に基づく

情報分権的取弓 Iル一ルの存在

本節では，経済の構造つまり初期保有行列と超過需要行列とが，或る条件を充すとき（A ) かつ 

( E )を充す情報分権的な取引ルールが存在することを示す。以下定理2 及び3 の条件を充す経済の 

構造と対応する取引ルールとは，交換制i t の組織化という意味で，条々取弓I所的交換制度と货幣的 

交挽制度とを表現するものと理解することができる。

v ± (2 4 )取引ルール^)の諸他質にっいては，B rad ley〔1〕pp. 231-233を見よ。なお（U)をあさない不均衡状態にある経济 

に閲して， がいわゆるH ahn-N egishiの条件を充すことは，容おに確かめられる。

.—— 8 5 ——
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4 - 1 取引所的交換制度
(25)

〈定 理 2 〉 1

( ヨ I ) [ み 1X1+]
i^t*

を充す任意のU - 経済，任意のラウンド，プログラムに対して，（A )かつ（E )を充す情報分権的取

引ルールが存在する。

諷明）

取 引 ル ー ル びを次のように定義する。

7TズZ.) ニプのとき，

び（Lも）ニ  O j)  ニ I (0 , 0 )  if  i キ X* ^ j W  i

I
I

：け

[CVi, 一 v\) if

びが（D )特に（D * )を充すこと及び( A - 2 )を宠すことは定義から明らかである。

一般性を失うことなくシニ1 とする。ルールびの定義及び < 冗{ > がラウンドであることから*

o x v z ’：̂i X 3 K O ) [ [ y " ) ( o = i ] A ( w o [ f ' ：̂/ o ‘) - > ^ = o ] ]

であることに注意する。

そこで先ず( A - 3 )を示す。

ズ キプ'のときびの定義から

= ；0  =  a }  ク ニ 0 ニ <2ミク

/ キ1 ニ メのときび の 定義から

ポ ニ ー が f

0 ) に注意すると，リをニスf 一U ニ 

( U - 1 ) か ら ニ 0 だから 

a \ p  — a ^ j p = 0 .

次 に （A - 1 )を示す。 0 ) か ら V / # l について

’bi i f  t< t( i)

. み り i f ね め ）

のとき， ろi f R ? だから，またズ〉 の,とき，《いり= ズ《と（U - 3 )から, wi-ha^f >  0; 

がわかる。一方 1 に つ い て は ニ み i +  

o ) に注意すると

1

注(25) OstroyニS t a i r〔lO〕走ffli3 及びS t a r r〔切補助ぜ l i 1 と同じ。但し前者は未証明，後者は（A-1 ) をプささない。 

ここにZ fM  (JxN , R ) に対し， 〔Z y は Z のAの嬰紫を敏こおきかえfc行列である。ヴ:Cクトルについても同様。,
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分権的交換過程と支払手段としての貨幣

ェ]<2 トー レ：I〉

J ニ偶数かJ ニ奇数で《< 《(1)のとき

- Z z ^ s w + Z l Jニ 奇 数 か ね め ）のとき 

( 但 し ゆ ) は 义 1 )ニ1 な る t を示す）

Jニ偶数ならぱ

2)ス くさレ》sa〉]+ [ズ，sa)]+

Jニ奇数で f < K l ) ならば

X j ^ * S ( 1 )  ^ S L ' ^ i S d ) ] ^  ^  X j  レ j t S ( 1 ) ] + =  么/ ]  +

J ニ 奇 数 で な ら ば

y^^^sni— Xj ス ，5(1)+X]2|rS(l) く  Zj [ら 《(1) ] + ニ  S [之プ]+Sニ:t 5=；! 5 = iCl) + l Ŝ t(l') Ĵ l
いずれの場合でも 

一 S が sm )〉一 X)レ■/] +

が成り立つから，仮定み1 一2 0 プ〕+ > 0 により w^i+パ〉0 力';示される。

最後に（£ ) を示す。 ■

マi キ1 に対して

がドl =  ポ

ニスf一 (り （（》) の注意から）

ニ々一"i(り （びの定義）

— Zi—Zi ( ( * ) の注意から）

ニ  0

一 方 1 については

"5+1 ニ  2i — ニ  + 2  が  *a>

ニ21 +  I X /  ( ( * ) の注意） 
pFl

ニZ]么fニ。（U -2 )から）

Q. E. D.

取引ルールびは定義の示すとおり，（T - 1 ) を充さない。それは取引者 i* が最終的な財需給者と

■------  87 ト~"— ■



してではなく特別の交換仲介機能（取引所）として行動するためである。とのとき/*の最終欲求は 

U -  経 清 （特にU—2) の仮定から事後的に充されるにすぎない。 方 i * 以外のすべての取S|者は 

i * との交換において，常に欲求を単調減少させることができる。

定理の条件を充す経済の構造を，注意 2 に従って（但し《'*ニ1 の需給 

は最終欲求充足，交換媒体目的を問わないとすれば） グラブでま現すると 

凰状グラフとなる。

このようなU -  経漆を分解して得られる有服個の鎖状経済（袖助定

r三旧学会雑誌J 70巻 1 号 （1977年2 月）

J 2

理 1 ) は, 取引ルールびによって, 常に 1
(26)

できる。

►r (グ：̂1)で表わすことが

4 - 2 貨幣的交換制度
(27)

く定理 3 〉 (Ostroy — Starr)

O w e  N )(V ?  6 ェ 

を充す任意のU-  経済，任意のラクソ ド.プログラムに対して，（A )かつ（E )を充す情報分権的取 

引ルールが存在する。

( 1 ) き《 ニ 一 シ:

証明）

取引ルール/ / を次のように定める。

冗*(りニ'のとき

ニ ポ）

ニ（ズレ>4 x)+y^j-)

rO if " レ ニ w

min (I が I, I がか I) if z4»〉0A "》„ < 0

が U  が' " | ) i f  "|„<0A"5tv>0 .
 ̂ fO if n 〜 m

(2) ytn  一 Iヴ where ヴんJ ニ 0  if " ニ w

O stro y -S ta rr  [10] p. 1110の証明の， w に関する（A -1)の成立を示す部分を以下のように 

補足しておく。

り.)(2)から

+  ̂ tm — ̂ im +  ytm ~ ~p一一CPmjVim. — Ylpn  Yも"）

注( 2 6 )従つて，取引ルール<7は，情報集，ffi的取51ルール$0が状態变数<?から独なとなる場合の特殊ケースで:あると考えるこ 
とがでさる。

(27) Ostroy == Starr〔10)定]3|i4-
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I r - , 、 '

( U - l ) より />"1>0だから

p m l ^ \ m ~ ' ^ P n X i n ^ O  ’

を示せぱよい。

t-1
カ̂辺 ニクび1饥+  Prn^yim 一 ^iP

ニ'PrJh-'̂ ☆わ

- ^ P r a b i - H X I T P

> p ra b i-J lP n lv \n V  ((!)から l> k ]+そ [パn]+)

.仮定によりこれは非負。

Q. E. D.

取引ルール/ i の定義の示すとおり，財Wは取引ルールびの取引者ど* と並行関係にある。従って，

ルール/ i は( T - 1 )を充す一方(T - 2 ) を充さない。すなわちW財にあっては，支払手段としての交換

媒 体 機 能 の 定 義 (2) ) が最終的欲求の充足に先行するのであり，その超過需要はU-経済の仮定

(特に（U - 1 ) ) から自動的かつ事後的に充されるにすぎない。一方W以外のすべての財の超過爾要

はあらゆる交換機会に際して（A )を充すかぎり単調に減少するのである。また"《の需給を最終欲求

充足目的に限定しなければ，取引ルールびと同様に，取引ルールパはW財に関する定理3 の条件を
(28)(29)

充す経済での交換ペア（んゾ）の出会いにおいてつねに， レ を成立させる。

分権的交換過程と支払手段としての货幣  .

4 - 3

定理 1 の情報集権的取引ルール^^と取引所的交換制度（ぴ），賀幣的交換制度（/ 0 との比較におれ 

て先ず第一に注自すべきは，必要情報の大規模な減少である。取引ルールび及びの定義から明ら 

かなように，これら情報分権的取引ルールの必要とする情報は最も分権的なび>*)でをる。これは 

最終的需要者と最終的供給者とを，いかなる取引者いかなる財をもって紹ぶかという取引調整の問 

題が，取引所的交換制度及び貨幣的交換制庇によって，箸しく簡単化されるためである。つまり， 

すべての取引者が最終的な財需給者として行動するとともに交換仲介機能を果し，またすベての財

法( 2 8 ) 注C26)で述べた取引ルールCと<pとの関係は，従って/«と との [111にも成立つ0 
( 2 9 ) このような货幣め交換制庇の定式については，H ic k s〔5〕の支仏手段としての货幣に旧する見解を参照。



力'遗終的な欲求充足と交換媒体という二重の目的の下に取引される場合の取引調整の煩雑さは，特

定の取引者を交換仲介主体としての機能に特化させ他の取引者をその機能から解放することによっ

て （取引所的交換制度)， あるいは特定の財を交換媒体機能に特化させ他の諸財をその機能から解放
(30)

することによって（貸歉的交換制度）解消するのである。

以上のことから第二に注目すべき点は，取引所的交換制度においてはを除くすべての主体に 

関して，また貨幣的交換制度においてはを除くすべての財に関して，超過需要が単調に減少する 

ということである。従って，交換誘因の面でも情報集権的取引ルールに比べ取引所的及び貨僻的交 

換制度は分権的であると考えられる。

ところで取引所的交換制度の下では，け以外の取引者の出会いにおいてたとえ欲求の’両面一致が 

成立しても取引ができない。またこの交換制度は財の物理的な集中を必要とする。それに対して貨 

將的交換制度ではあらゆる交換機会にW以外の財については（A ) を充すかぎり，交換当事者はとも 

に超瑪需要を単調に減少させることができ，また物理的な財の集中も必要としない。このようにし 

て货幣的交換制度は，情報的には同じく分権的である取引所的交換制度よりもはるかに分権的であ 

ると言うことができる。

これまでに取引所的交換制度，貨幣的交換制度，集権的情報の利用可能性が，任意のU - 経済， 

任意のラ ウ ン ド ，プログラムに対して，（A ) かつ（E )を充す取引ルールの存在のための，相互に代 

替的な充分条件であることがわかった。われわれの次の課題は（A ) かつ（E ) を任意のU - 経済，任 

意のラ クンド . プログラムに対して充す，分権的間接取引ルール一般の可能性を考察することを通 

して，上記諸条件の必要性を検討することである。

5 情報分権的間接取引ル ー ル の  

般的不可能性

本節では，利用可能な情報が分権的情報（D )に制限され，かつ交換制度が組織化されていない経 

済においては，（A ) を充すいかなる間接的物々交換過程も一般には1 ラウンドで完全配分を肆成し 

得ないことを示i~。以下の議論において分権的情報の利用可能性は，最も厳しい（D* ) で表わされ 

るものとするが，（D )の上限まで利用可能であるとしても，上記の主張は成立する。また交換制度 

が組織化されていないことは，取引ル…ル が （T -  l ) ( T - 2 ) を充すこと，つまり®名的であること 

によってま瑰される0 . ■

そこで本節の結論は，次の定理で示される。

「三III学会雑誌j 70卷 1号 （1977架2月）

注( 3 0 ) 注(26), (28)を参旧。
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(31)
く定理4 〉

任意のU - 経済，任意のラウンド，プログラムに対し，（A )かつ（E )を充す廣名的な情報分権的 

間接取引ルールは，

り ：R ニ 2か

の場合に存在する一"方 

iii) J さも 

の場合には存在しない。

但し

2 =  I {レ エ I ( 3 " e  N )O i« = ^0 ]}  I

り i i ) のケースは，次の取弓Iルールr が上記諸条件を充すことを示すことによって証明される。 

(りニメのとき

y  C L i ^ )  二 （び i ，

ニ（文 Xj -hyj')

0 if VinVjn>0

(1 )ズれニー: * ニ- m i i l ( I  " fjJ, I リゾn l ) i f  Vin>0AVjn<0

'一m in( I Vin し I "jn I ) if  "れ< 0 A " /n > 0

{ 2 )y i= -y j

Xip>0-^lvt—XiT <yi  <  0 A (A：f -Vydp =  0
(32)

ズゾ/ > >  0->O  广 ；!0 ] - <  0 A Cr プ+>,')/> ニ 0 

取引ル ー ル 7■力K A ) .  (T -1 ) .  ( T - 2 ) を充すこと，及 び レ ー ル の Lリ が C D * ) (従って（D：0 を' 

充すことは明らかである。また（A - 3 )を充すためのツ項目の存在によって，超過需要が超過供給に 

転ずることが十分考えられ，従ってル ー ル ドが一般には（M E D D ) を充さない間接的取引ル ー ル  

であることがわかる。

(33)
〈命題4>

^̂ ニ 2 のとき，任意の U - 経済，任意のラウンド • プログラムに対して，取引ルールr は （E )を

% 'to  ■

証明）

分権的交換過程と支払手段としての貨幣

注(31 ) OstroyニStarr CIO：) 定SI2 及び B rad ley〔I 〕定理3 である。

(32) OstroyニStarr CIO：) の取引ルールr と同じ。但しツの許容範Mにその下限を含めた。

(33) B rad ley〔1〕命題3。
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7T乂りニメのとき， 幼キリ} ならば， ？' の 定 め る 交 換 に よ っ て " と な る こ と  

から明らかである。 Q. E. D.

J ニ 2 のときには（U - 2 ) の仮定から欲求の両面一致が成立し，プログラムがラウンドであること 

により，ルールr は（E )を充すことがわかる。

(34)
く命題5 y

J =  3 のとき，任意のU- 経済，任意のラウンド•プログラムに対して，取引ルールr は（E )を充す。 

証明） .

取引量 （め，み）e R N x R N が取引ル ー ル ？*を充すためには，{り di ニー a! (ii) ニ0 = み-/ îii)

(VW) ICVin -  am') (Vjn -  ajn)  ̂  0 ] が必要充分である。

{レエ I ズ《キ0} ニ { 1 . 2, 3 } とする。ラウンド ‘ プログラムを冗【1(1)= 2 , 7Tほ(1)ニ 3。7t'"(2) 

= 3  (ら< ズ2くら）とするとき，取引ルールr が （E ) を充すとすれぱ， ① ② ニ  

4 3+ 1 = 0 でなければならない。 何故なら（V - ンら+ 1 ) [ 4 ニ0 ] であり（V /ンら+ 1 ) 1 4 = 4  

= 0 ] であるから。また①②が成立つとき，ルールr は （E ) を充す。従って①②が示されれぱ 

充分である。 ラウンド，プログラムが変わるとき①，②の条件もそれに応じて変化するが，い 

ずれの場合でも同様に取引ルールr が（E ) を充足することが示される。

そこで先ず①が証明されたとして②を示す。 （U - 2 ) 及び（A )から，

①が成立すれぱ " i3ニ?42+1ニ0 だから 

2^3 +  " さ® ニ 0

r の定める取引は

ポ3 ニ ニ ー " f  ニー ポ3

( A ) か ら 1^8クニ"けニ 0であるから

"ど+ 1=远3 _  <2 ジ ニ "を— ぜ  ニ ニ Q

となる。

次に①を示す。"i2ト1=^0とする。つまり（ヨめ o i 3„ o々 ] とする。

る> 0 のとき， ドの定義から ■

ら" >  0, în ̂  0 J /  ~  2̂

T (1)から

"1 7 » >び1 « > 0 ;  i  ニ t i , ^2

注(34) Ostroy=Starrひの捕肋；お理4 は未証明，Bradley〔1〕111?勉4 の細明は情報分権性を-：fcさなW
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1

: t l のとき

 ̂̂ in ~  I ^in 1 if ミニス 2»<®

[0 if t^2n^0

- h のとき

 ̂xin +JVin — I ^3» I ぱ ミ ニ " 3ぐ ニ 么37» < 0

io if

" iミ̂  0 のケースは , リ2’?1 ニス2n， ミニス3 n だから，も" +  + ス3« >  Q ( .，ソ1« ニジ!ン>  G) と

なって（U - 2 ) に矛盾。

分権的交換過程と支払手段としての貨胳 .を

alh

a i l

vil,

vil,  v i^<  0 スでは

Wミニ"f ミ ー —び/ミ > 0

ゥI'jJ ニ一リ2〜レース2m ミニー ミニーみ《であるからみ》1 + ズ2JI + ス3 « > 0 となっズ再び’（U -2)に

. 矛盾。

vik < 0 , が3̂ミ>  0 のケースでは , 

v l l>  aln ニ 一"2'る= 一なn 

.*. 〉>0，

"3ミニみ/> > 0 だから（U - 2 ) に矛盾する。

ジふ 1,>0, v i ^ ^ o のケースも同様にして（U  -  2 ) に矛盾することが示される。 従ってWささひ

である。 .

ところで"1 まく 0 のとき , ( U - 1 ) から，"1 ま, > 0 なる財 n ' ~ n が存在する。上に示したとお 

りこれは矛盾である。故 に Wミさ0.

従 っ て "f  ニ"^ 2 + 1 = 0である。

Q. E. D.

ところでN = &  =  3, J = J = 4 のとき取引ルールr 力K E )を充さないU - 経済が存在する。 エニ {1，

2, 3, 4). N ニ{ 1 , 2, 3 ) . わ= ( X  1 , 1 ) とし， ラウンド . プログラムを<(1^, 34), (13, 24), (23, 
n ) > とする。 B は次のZ に対して（U - 3 ) の条件を充すものであるとする。

Z

01

1
.1

ル ー ル r の定める交換は，

ニ (0 , 0, 0 ) ニー 4 ,  ニ (0 , 0, 0) ニー

—— 93

レ _

msmassamf̂ ^^sm



'4| •ロ'ム

r三 £11学会雑誌」70殺 1号 （1977；jp 2月）

ぜ = ( 0 , —1 , 1 ) = —0-3, ミニ（1 , 一1 , 0 )  =  ~ « |

従って

0 - 1

0 1

0 0

0 0 0

となる。このときr の定める交換は，

~  ^4 ニ ポ ニ びf ニ  (0, 0, 0 )

であり，V4ニ で （E ) は充されない。

ル ー ル r を含め -^般に（A )を充す匿名的な情報分権的取引ルールに関して以下の命題が誰明され 

ている0

(35)
く命題 6 > (Bradley)

J さもN > 4 のとき，任意のU-  経済, 任意のラウンド，プログラムに対し（A )かゥ（E )を充すよ 

うな，匿名的な情報分権的間接取引ル一ルは存在しない。

定理4 は，間接的取引ルールが，任意のU - 経済，任意のラウンド，プログ ラ ムに対して（A )か 

つ （E ) を充すためには，集権的情報が利用可能であるか，（T -1 )  (T -2) の少なくともいずれか一 

方を侵犯しなければならないことを示した。つまり集権的情報の利用可能性，交換制度の組織化が, 

所望の条件を充す間接的取引ルールの存在のための必要条件であることが判明したゎけである。

6 結 iT™

S t a r r〔12〕は，物々交換過程の要件としての欲求の両而一致を，（A )か つ （MEDD) か充すズ 

換として定式し，物々交換経済の困難さを（A )か つ （M E D D )かつ（E ) を充す交換の不可能性の 

予想として提出した。われわれは（A ) を充す直接取引ルールが（E ) を達成し得ない経清の例を举(キ, 

彼の予想が正しいことを確認した。 この物々交換の困難さが分権的誘因（MEDD) .に由来するも 

のであることは明らかである。

そこでわれわれは（M E D D )を外し欲求の雨面一致の条件を綴和した。必ずしも欲まの両面一

シエ(35) OstroyニS tan *〔10〕制g l~ 5 は，R2名性のあ仲のうち（T -1 ) だけにょりて，この命題を証明しょうと試みている 

が，彼らの諸命題の前提をなすLem m a4 の必要性は誤りであり，従って彼等の証明は失敗である。 B rad ley〔1〕 
の 命 は ，IS名性の二つの条件を使ってこの命題を証明し，紹果を（T - 1 )の使j}jから独なにするためにtね 4をJさ 
b に制眼する意図であるが，<1ミ5 に制限しても（T - 1 )の使川は免れることができないと思われる。

- 94 ——
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分権的交換過程とま权、手段としての貨幣 

致でない超過供給の等価交換である。われわれは，このような問接的交換過程が，成る有限期問内 

に市場均衡にある個別需給の計画量をま現する可能性を考察してきた。この考察が明らかにしたこ 

とは，間接取弓iルールが（A )かつ（E ) を充すためには，集権的情報が利用可能であるか，交換制度 

が適切に組後化されていることが必耍充分であるということである（充分性は定理I ，2 , 3 で，必 

性は定理4 証明でされた)。すなわち，問接的交換の取引調整の困難さは，取引決定に際しての情報制 

約に由来するものであり，また情報制約を前提とする以上ネ換制度の適切な組織化なしには解消さ 

れないことが明らかにされたわけである。

また，その際定理1 , 2 , 3 それぞれの取引ルールの定義から，貨幣的交換制度及び取引所的交換 

制度が取引に必要な情報，交換誘因双方の点で，i t 報染権的ルールよりもはるかに分権的であるこ 

と，一方取引所的交換制度が物理的な財の集中を前提し，また出会った取引者がたとえ欲求の両®  

一致にあっても交換が許されないことを考えると，同じ情報分権的取引ル一ルである貨盤的交挽制 

度よりもはるかに律権的であること，以上の事柄が分かる。このようにして貨幣的交換制度は，その 

組織的性格を別にして，物理的にも情報的にも集中を必要とせず，またあらゆる交換機会に，貨糖 

財を除くすべての財の超過需要を可能なかぎり，単調に減少させることを許す点で交換誘因からみ

ても，最も分権的であると雪*えよう。いわば交換制度の貨幣的な組織化は，交換誘因に基づく直接
(36X37)

交換の困難と，情報制約に基づぐ間接交換の困難とを，同時にかつ最も分権的に解決するのである。

(記） 本稿の作成に関し，特に初期の議論に対して古奴道夫氏と池旧高信氏に，そして改稿に際し 

て頂いた有益なコメントと批判に対して，福岡正夫教授，大山道広，長を寛明，神谷傳造，川又邦雄 

の各助教授に深く感謝する。
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